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1．はじめに 
1945 年 8 月 9 日、長崎は原爆により爆心地を中心とした広範囲な市街地に被害を受けた。被爆の惨状についてはこれ
までに証言や映像資料などによって記録されてきた。しかし、廃墟からどのように復興したか、いわゆる「復興の歴
史」についてはこれまで、あまり多く研究されてこなかった。歴史は連続するものであれば、我々の視点はある時点に
止まらず、時間軸に沿って更に広い視野において歴史を考察する必要があろう。本稿は年表をもとに、原爆被害を受け
た後の長崎の「復興」の道を、大枠において整理する。 
「復興」という概念を使うが、ここでは主として生活や街や組織などの「再建の過程」を言う。「復興」を外面的と
心的に分けて考えると、両者は必ずしも一致しないところがあろう。特に被爆者の立場から見る場合は、外面的な街並
みや社会や生活などが回復していても、被爆の苦痛が長く続くのである。もう一つは、「復興」はどの時点が達成とい
えるのか、はっきりとした区切りがつけにくいところがある。したがって、本稿は「復興」を「過程」として見るので
ある。 
これまでに例えば「戦災復興誌」に代表されるような、優れた報告書があり、都市計画的な見地からの検討や評価も
学界において論文発表がされてきた。これらは非常に重要な見地を得ている。本稿は従来の研究と違い、時間軸に沿っ
てより生活に近いレベルで復興の実態を再評価したい。年表にある情報は限られるが、種々の出来事を同じテーブルに
集めることで、ある時期の実態を横断的に見えやすいというところがある。本研究は現代史、都市の歴史、被爆の歴史、
平和学などに付与できればと考える。 
 
2．本稿における年表のまとめ方 
 前稿「年表からみる原爆投下までの北部長崎の都市形成」（注１）で用いた方法と同じく、年代順を追って整理するもの
であるが、長崎北部地域に関わる記事を主要な検討内容とし、町の復興状況やまちづくり（復興計画）に関するものを
主要情報として列挙する。並行して、市内・県内から全国や国際社会の情報をピックアップして参考とする。 
 復興の段階を読み解くために、年代の区分を試みた。街の変化を見ていくと、比較的に「復興」が実感できるように
なったのは 1955 年、長崎国際文化会館と平和祈念像が落成した時期であると判断し、これを重要な区切りの一つとす
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る。それまでの約 10 年間は、1945 年を被爆元年とし、それ以後、約 3 年間を一つの段階として、少しずつの変化が見
られる。よって、本稿では以下のように年表を区分している： 
 （１）被爆元年：1945 年 
 （２）復旧期：1946〜1948 年（約 3 年間） 
 （３）復興建設期（前半）：1949〜1951 年（約 3 年間） 
 （４）復興建設期（後半）：1952〜1954 年（約 3 年間） 
 （５）新生期：1955 年以後 
 「復旧期」とは、破壊された既存の施設（特に電気、水道、交通など公共施設）の復旧が主となる時期をいう。この
時期に国の「戦災復興計画基本方針」の元で、「土地区画整理事業」が進められているが、内容はほとんど従来の施設
の復旧である。「復興建設期」とは明確な復興計画のビジョンが樹立し、それに基づく建設が始められる時期を言う。
具体的には「長崎国際文化建設法」が可決された後のことを指す。この法律の制定により、新たに「長崎国際文化都市
建設計画」が決定され、重要記念施設としての平和公園と文化会館が建設される。その後は復興建設が一層発展する形
を見せ、これを「新生期」として見る。具体的には 1955 年から、「国際文化センター事業」が取り組まれ、体育館、
図書館、水族館、公会堂、美術博物館などが「国際文化都市」のシンボルとしての建設されていく。この時期になると
もうひとつの大きな変化としては、被災者が立ち上がり、原爆の非人道性に声を上げ、原水爆禁止運動を積極的に進め
るようになる。 
 なお、本稿の年表整理は 1959 年までとした。この年は稲佐山のロープウェイと展望台が、被爆の街を鳥瞰する「復
興」のシンボルとして完成された年である。復興はその後も続くが、別の事例研究の機会にさらに考察したいと考える。 
 
3．年代別にみる復興の実態 
3．1 被爆元年：1945（昭和２０）年 
表１ 1945年 8月 9日～同年末までの年表 
年 北部長崎関連の重要記事 参考情報 
1945 
昭和 
20 
 
8.9 原爆爆撃隊、午前 11 時 2 分、長崎市に原爆投下（松山町
の爆心地を中心に半径 1 キロ以内の 20 町が全壊、半径 2 キ
ロ以内の 20 数町が 80％破壊。死者 7 万 3884 人、重軽傷者
7 万 4909 人、被災人員 12 万 0820 人、被災戸数 1 万 8409
戸、全壊 1326 戸、半壊 5509 戸、消失土地面積 203 万 1000
坪） 
 爆心地帯の火災に次いで、市内で第二次火災が発生 
 救援列車 4 本が運転され、道ノ尾・浦上駅間の中間地点で
負傷者約 3500 人を収容し、諫早、大村、川棚、早岐等に輸
送 
 憲兵隊の緊急復旧命令により、午後 3 時には軍用船の一部
の電話通話開始、同 10 時には軍と主要官庁 9 箇所間が完全
に復旧 
8.10 陸海軍及び各県応援隊の到着と相まって、県・市・軍
一体となり、死体の処理、被災者の救済、施設の復旧、負傷
者の救出救援、医療救護など、被災地全域にわたって活動展
開 
8.14 御前会議、ボツダム宣言受諾を決定。天
皇、戦争終結の詔書を録音 
8.15 玉音放送、鈴木内閣総辞職 
 長崎市防衛本部に憲兵３人が乗り込み、岡田
市長に対し、「玉音放送はデマだ…」と、在郷
軍人会長崎分会長伊吹元五郎を先頭に、在郷軍
人が市中を行進、「戦争はこれからだ」という
ビラをまく 
 県警備隊一部隊員 20 数人、本土決戦に備え
て多良見岳に立てこもる（溝越隊長の説得で、
隊に引き揚げる） 
8.18 内務省、地方長官に占領軍向け性的慰安
施設設置を指令 
8.28 連合軍先遣部隊、厚木飛行場に到着 
8.30 連合国最高司令官マッカーサー到着 
9.2 降伏文書に調印（米艦ミズーリ号上で） 
9.16 連合軍先遣隊、出島岸壁に上陸 
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 医師秋月辰一郎、廃墟の浦上第一病院で診療を開始（負傷
した近距離被爆者が殺到） 
 大橋鉄橋付近・浦上駅・長崎駅間の鉄道施設の復旧作業開
始、翌日午後 10 時 15 分長崎駅発の列車が運行再開 
8.12 長崎医大第 11 医療救護隊（隊長：永井隆、隊員 12
人）、市郊外の三ツ山地区で、被爆者たちの医療救護を実施 
8.13 NHK 長崎放送局、夕方から放送再開 
8.13 九大理学部篠原健二教授、爆心地付近で土砂採集、放
射能検出、原子爆弾と確認 
8.22 県緊急本部設置、市内の応急復旧に着手 
9.上 県内政部長、爆心地帯の各町内会長を通じて住民に対
し、「浦上一帯は、今後 70 年は草木も生えないから…」
と、住民に退去を命令 
9.15 県下の中学校と国民学校の授業を再開（原爆落下中心
付近は転用すべき建物もなく再開は困難であった） 
9.16 日本映画社原爆記録映画撮影隊の先遣隊、長崎での取
材開始 
9.下 日米合同調査団、日本学術会議原子爆弾災害調査特別
委員会による調査開始 
10.4 長崎市復興委員会開設 
10.7 国会議員、長崎市会に対し、原爆被害後の保存対策を
提言 
10.下 米国戦略爆撃調査団、長崎での調査開始 
10.下 長崎市、冬を目前に、被災者のために国の緊急な施策
決定に基づき、岩川町に住宅営団の応急簡易住宅 2000 戸を
建設 
10.- 長崎市営火葬場復旧（昭和 21.10 改築） 
10.31 長崎新聞、「戦災者簡易住宅—城山町岩川町方面に二
千戸（予定）」と発表 
11.12 閣僚、戦災復興施策対象都市として長崎市など 115
都市を決定（長崎市では、歴史的地理的背景を考慮の上、貿
易・水産・造船を産業の基盤とした行政・文化・経済などの
地方中核都市を想定して、復興計画を立案することとなっ
た） 
11.22 長崎復興会社「大長崎建設」が発足 
11.23 浦上のカトリック信者約 300 人、廃墟と化した浦上
天主堂脇の広場で、浦上信徒原爆犠牲者合同慰霊祭を行う
（原爆犠牲者慰霊の初め） 
 この年、被爆者約 700 世帯・2500 人、焼け跡に仮小屋の
壕舎生活を営む。原子野の防空壕に住み着く原爆孤児も多数
9.23 ハント少将指揮下の米第２海師団特別陸
戦隊 25000 人、出島岸壁から上陸 
9.下、西岡竹次郎、「新長崎再建の道」を発表 
10.上 占領軍、長崎地区の占領完了とともに税
関ビルに長崎軍政府を設置 
10.4 GHQ、民権自由に関する指令を出す 
10.20 長崎軍政府、長崎市に対し、教室のな
い学童の救済のため、学校施設の復旧工事に協
力を申し入れ、元陸軍病院を長崎慈恵病院と改
め、原爆被爆者と一般市民の診療に当たる。 
11.6 GHQ、財閥の持株会社に関する覚書発表 
11.15 浜屋デパート、1 階・地階を通じて復旧
開店 
11.20 長崎地区占領軍本部、この日から占領
軍将兵の一般民家立ち入り禁止解除 
11.22 寄合町・丸山町・出雲町の歓楽街が開
放 
12.1 県水産会・漁業生産者・市場関係者で長
崎魚市組合を設立（出資金 300 万円。昭和 23
年 6 月長崎魚市（株）へ発展） 
12.- GHQ、農地改革を指令、国家と神道分離
を指令、衆議院議員選挙法改正公布、労働組合
法公布など 
12.18 長崎市、戦後初の機構改革を行い、戦
時生活部を民生部に、防衛部を施設部に改め
る。兵事課を廃止して復員課を新設、生産課を
産業課に、配給課を物資課に、振興課を町務課
に改める。 
12.22 長崎医科大学長事務取扱古屋野宏平、
学長に任ぜられる（生き残りの職員を率いて大
学の復興に献身） 
12.- 大村海軍病院と新興善救護病院を基地と
した日米合同調査団の米軍側の第一次調査終わ
る（収集した膨大な資料は、日本側より入手し
た写真なども含めてすべて米国へ持ち帰られ
た） 
この年 11 月 1 日に全国人口調査実施 長崎市
の世帯数 3 万 1991 世帯、人口 14 万 2748 人。
（原爆の被害と終戦による軍需工場の縮小によ
って、人口はピーク時の約半分に） 
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に上る（詳細数字不明） 
 長崎地区占領軍、浦上に飛行場をつくる（Atom Field 原子
飛行場と命名され、小型機が発着） 
 解説：松山町の上空約 500 メートルのところで原爆が炸裂し、広範囲にわたって街が廃墟に化した。被爆直後まずは
救護・救援が行われた。負傷者の救出と医療救護、死者の処理、食糧の配達などがあった中、爆弾の正体が分からぬま
ま、8 月は極めて混乱の状態にあった。9 月、原子爆弾により「今後 70 年は草木も生えない」ことが発表され、被爆地
に生き残った住民に撤去命令が出された（しかし、多くの人がこの原子野の中で生活しなければならなかった）。その
中で、連合軍の先遣部隊が出島岸壁から上陸し、長崎県はそれへの対応に忙殺した。10 月から占領軍による長崎軍政府
が設立され、米軍戦略爆撃団による原爆の効果の調査も開始された。11 月に入って、やっと閣僚から 115 の戦災復興施
策対象都市が発表され、長崎市は復興計画の対象都市に位置付けられた。長崎の有志者による復興会社「大長崎建設」
が立ち上げられた。しかし、被爆地では焼け跡で借り小屋を建てるか壕舎生活という形で冬を凌がなければならなかっ
た。この年に、爆心地に近い駒場町に占領軍の小型飛行場（Atom Field）がつくられた。 
 
3．2 復旧期：1946（昭和２１）〜1948（昭和２３）年 
表２ 1946〜1948年の年表 
年 北部長崎関連の重要記事 参考情報 
1946 
昭和 
21 
5.1 長崎に白血病患者で始める 
7.4 米国医学協会が原爆犠牲者（広島、長崎合計）32 万人
と発表（長崎：死者 4 万人、負傷者 2 万 5 千人、即刻医療を
必要とする患者 5 万人） 
7.7 三菱長崎製鋼所、戦災殉職者招魂碑除幕式と復興債を開
催 
8.1 長崎市、緊急措置令により「余裕住宅」の開放を呼びか
ける（原爆で 1 万 1574 戸を焼失し、6835 戸を全半壊した
上、復員、引き揚げで家のない市民は 7300 世帯を超える。
余裕のある住宅所持者は市に届けることになったが、実際に
効果は上げられなかった） 
8.9 杉本亀吉ら遺族有志、松山町の原爆投下中心地広場で、
第１回戦災死没者慰霊祭を挙行（この日に、工場関係、長崎
医大なども慰霊の行事を催した） 
9.30 長崎市、政府の戦災復興計画基本方針に基づき、焼失
土地面積 671.24ha のうち、とりあえず 386.8ha の区域を
「戦災復興土地区画整備区域」と決定（12 月 4 日は大橋町以
北の元三菱兵器工場一帯を追加し、595.0ha の決定を見、県
の協力を得て事業着手（復興土地区画整理区域は、市の中心
部から北西に広がる浦上川を中心とした平地部分で、原爆被
曝地をおおむね保管した地域である。昭和 21 年 12 月 4 日に
事業認可があり、区域を 8 工区に分けて、事業を実施した。
1.1 天皇、人間宣言 
1.4 GHQ、軍国主義者の公職追放及び超国家
主義団体 27 の解散を指令 
1.8 浜屋デパート裏の広場に闇市登場 
2.1 第一次農地改革実施 
3.10 都会地転入抑制緊急措置令により長崎市
は抑制都市として、市内への転入禁止（食糧危
機対策の一環） 
3.- 築町公設卸売市場再開 
3.- 三菱長崎造船所、軍需産業転換整理方策要
綱に基づき、民需転換に関する申請書を提出 
4.23 三菱長崎造船所、盛大に造船祭を催す 
5.- 食糧事情は極度に悪化し、全国各地に遅
配・欠配が続出、長崎も遅配・欠配が常態化 
6.1 長崎市、食糧危機乗り切りのため、食糧疎
開を市民に呼びかける 
7.1 米国、マーシャル群島のビギニ環礁で原爆
実験 
7.20 長崎市、施設部の監理課と工営課を廃止
し、土木・建築・計画の３課を新設（計画課は
復興計画、都市計画、疎開事務所などに関する
事項を所管） 
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区域はその後、事業の早期完成のため、数次にわたって変更
が行われ、昭和 33 年 10 月 9 日に 420.09ha に変更決定し、
これにより収束を図ることになった） 
 長崎市の戦災復興土地区画整理区域が決定されると同時
に、従来の都市計画街路は廃止され、新たに 24 路線が決
定、告知される。 
10.19 県復興工事事務所を長崎市に開設 
11.15 三菱長崎兵器製作所、 長崎精機製作所として再興
（西日本唯一の衡器工場として再出発） 
11.18 九配長崎支店、電力不足のため、この日から非常停電 
12.6 米原子力研究所調査団、長崎（と広島）を視察 
12.9 原爆被災校の長崎市立商業学校、上長崎国民学校校舎
から油木谷の元校舎に復帰 
＊戦後初の市営住宅として、城山町 180 戸、岩川町 66 戸、
油木町 16 戸（その他、本河内 46 戸、大井手町 20 戸）、合
計 332 戸を建設 
8.8 臨時閣僚、軍需補償打ち切りの根本方針を
決定 
10.15 岡田市長退任（公職追放該当者に指定
される前に退陣） 
11.1 長崎市・復興協賛会主催の「長崎復興祭」
開幕（1 日、市内国民学校 24 校児童の鼓笛隊
が市中進行、2 日、舞踊大会、3 日、新憲法発
布記念式典と復興市民大会を開き、市民から募
集した当選作「復興の歌」を市立高女 200 人が
大合唱、引き続き蛇踊り、奉納踊りが披露され
た。他に、音楽大会、復興計画展、弁論大会な
ど） 
11.3 日本国憲法公布（翌年 5 月 3 日施行） 
12.- 歓楽街復活（市内の街角には喫茶店が開
店、ダンスホールのネオンが市民の目をひく） 
12.- 長崎市、じんかい搬出作業再開 
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1.13 長崎戦災者連盟、長崎駅前で最低生活擁護決起大会を
開催（大会後、市役所と県庁へデモをかけ、市長と知事に生
活困窮者への配給品無料、大邸宅・寺社・高級料理店の開放
など 9 項目を申し入れた） 
2.10 山里小学校で、ララ物資による学校給食を開始（副食
のみ） 
3.- 原爆で焼失した長崎病院、竹の久保町の元病院跡に復旧
（病棟 2 棟・薬局検査室・附属建物が完成。以後病棟増設。
昭和 20 年 9 月、銭座国民学校焼け跡を応急修理し、仮病院
として患者を収容・治療に当たっていたが、地区住民から学
校返還を迫られ、新築に着手した） 
4.1 長崎市の 24 の国民学校が新学制による小学校として発
足（城山・山里・銭座・西坂・稲佐・朝日・西浦上など含ま
れている）。また、新学制による中学校も発足 
4.15 長崎市立 15 の新制中学校が一斉に開校（原爆被災を
受けた淵・西浦上・山里・油木（旧市商）なども含まれてい
るが、施設の多くが焼失したため、校舎の確保が困難を極め
た） 
4.26 長崎市、戦災復興土地区画整理事業区域の決定に基づ
き、復興都市計画公園 66 か所・7 万 31.7ha の計画を樹立 
5.14 カトリック長崎司教区、県市の後援で日本二十六聖人
350 年祭を挙行 
5.16 浦上駅前・大橋間の電車が復旧開通 
1.19 全長崎地区労働者大会、市民運動場で 50
余組合約 2 万 5 千人参加して開催 
1.25 県営バス、長崎・オバマ・諫早線を中心
に、全線復活（戦前に近い状態に戻る） 
2.7 県防犯課、県下一斉に主食の闇取り締まり
を実施 
2.8 長崎市、市営アパート建設協賛会を市役所
内に開設（市営アパート建設資金募集） 
3.10 ABCC、広島日赤病院に事務所開設 
3.12 県庁仮庁舎、立山町に完成（木造 2 階
建） 
3.26 米原爆災害調査団、「原爆奇形児」発生
を発表 
3.31 教育基本法・学校教育法公布 
4.1 町内連合会・町内会・隣組廃止（1 月 4 日
付勅令の趣旨による）。5 月 3 日政令交付施行 
4.5 第１回市長選、前三菱長崎製鋼所副長大橋
博が当選 
4.7 労働基準法公布 
4.17 地方自治法公布 
4.30 長崎海洋気象台、南山手町の旧長崎要塞
司令部跡地に創設 
5.3 日本国憲法施行 
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6.- 長崎魚市場復旧（荷揚げ場、荷捌場、事務所を始め、浮
桟橋 2 基、鉄道引き込み線も完成） 
8.9 長崎戦災者連盟、午前 10 時 20 分から駒場町で原爆殉
難者３回忌法要を営む。連合青年団・仏教連盟、午後 5 時か
ら松山町で大供養会を催し、盆踊りや花火の打ち上げなどを
行う 
9.1 長崎医大、大学本部の一部を新興善小学校から浦上の大
学に移し、基礎医学教室及び学生の一部は諫早から浦上旧外
来本館・北高病棟に復帰（10 月 25 日復帰式を挙行） 
11.12 長崎医大、医学部正門に面したグビロヶ丘に被爆者慰
霊碑を建立、除幕式を挙行 
＊この年、長崎市、庶民住宅 220 戸（城山町 200 戸・住吉町
20 戸）を建設 
 
7.1 食糧危機突破長崎市民大会、市民運動場に
約 300 市民が集まって開催 
7.17 長崎医大復興期成同盟会、長崎市役所で
総会を開き、再建を準備 
7.21 長崎貿易振興会発足（会長大橋市長） 
7.29 長崎医大、教授・医局員・学生ら、食糧
事情悪化に伴う市民の健康状態を憂慮し、浜屋
デパートで市民の検診を実施 
8.15 民間貿易再開を祝福し、貿易復興祭を開
催（郷土芸能や仮装行列で賑わう） 
8.31 米原子力委員会、広島・長崎の集中的調
査を始めると発表 
10.7 長崎くんち、食糧危機で踊り町の出演辞
退続出 
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2.11 銭座小学校、復興祝賀式挙行（校舎は原爆で焼失、稲
佐小学校借用の２教室で授業をした） 
3.5 長崎市営稲佐養老院発足（木造平屋建て 1 棟、収容定員
40 人） 
3.18 建設院、戦災復興状況を発表、長崎市の復興率 16.2％
（全国で 32 位） 
4.1 旧制中学校が新制高校として発足。市内に設置された高
等学校は、県立 4 校、市立 4 校、私立 8 校（うち、原爆被災
を受けた瓊浦高校（竹の久保町）、市立商業高校（油木町？
西郷）が含まれている） 
4.1 長崎市、岩川町に市営浴場を開設（被災地の浦上・飽ノ
浦周辺地区では浴場施設の復旧が遅れ、入浴のため電車・バ
スまたは交通船を利用して市の中心部に足を運ぶという実情
であった。市では地域住民の要望に応えるため、これ以降も
25 年には松山町と住吉町に開設した） 
4.1 市立城山小学校開校（市立小学校は 25 校となる、児童
総数 2 万 4973 人） 
6.18 長崎市立第二商業高校を長崎市立商業高校に移転（西
郷 20 番地） 
6.30 長崎魚市組合を解散し、新たに長崎魚市場内に長崎魚
市（株）を創立 
8.9 長崎市、原爆 3 周年を迎え、松山町で文化祭を催す。市
民代表として溝上副議長、平和宣言を行う 
8.- この頃、労働省婦人少年局長崎職員室、被曝婦人の現状
調査（対象者 178 人中、68％が不自由な暮らしをしている） 
11.30 新制高等学校の統廃合（県立長崎高・瓊浦高・長崎女
1.10 長崎市、転入抑制措置を解除（食糧難と
住宅難で転出者が増えたため） 
1.- この頃、銅座町の長崎電鉄軌道上に、約
400 戸のバラックが出現、闇市を作り上げる 
3.7 長崎市警察署、正式に発足 
3.11 西岡竹次郎、追放該当者に指定 
3.25 長崎で初めての「魚祭り」を開催 
5.22 第１回県民体育祭、長崎市で開催 
6.21 長崎市、長崎港を長崎県に移管 
6.- 長崎県、水産基地としての長崎漁港整備の
ため、港内の中之島突堤・防波堤築造埋立事業
に着手（昭和 31 年に完成） 
7.- ABCC（原爆傷害調査委員会）、興善町の
長崎医大付属第 1 病院に一時的の施設を開設、
活動開始（昭和 25 年に桜馬場の教育会館に移
る） 
8.28 県高校統合準備委員会、初会合 
8.- 長崎市婦人会結成（会長小林ヒロ） 
10.7 長崎くんち、市民祭とダブル行事で、打
ち上げ花火を合図に開幕（長崎市役所では市民
祭と称してくんちの 3 日間に並行して多彩な催
しを繰り広げ、戦後の虚脱と不況を一挙に解消
しようと意気込んだ。初日の 7 日夜は、市民運
動場で野外ダンスパーティー、8 日にはミス長
崎選出会・仮装行列・素人のど自慢大会、9 日
には野球大会などの催しがあった。初代のミス
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子高の 3 校を長崎東高と長崎西高の 2 高校に統合） 
＊この年、長崎市、庶民住宅 200 戸（住吉町 66 戸・赤迫 34
戸・竹の久保町 56 戸、戸町 24 戸、立神町 20 戸）、戦災者
引揚者緊急住宅 100 戸（城山町 66 戸、油木町 34 戸）、など
を建設 
長崎には、勧業銀行長崎支店勤務の田部静子
（24）が選ばれた） 
10.16 ヘレン・ケラー女史、11 年ぶりに来崎
（18 日講演会後、永井博士を病床に訪ねて激
励） 
11.- 長崎市、日本医療団の解散に伴い長崎県
中央病院「長崎慈恵病院」を回収し、12 月に長
崎市立市民病院として開設 
 解説：この時期は GHQ による日本の戦後処理と行政改革が進められ、憲法の公布を始めとし、各々の法律が成立し、
民主主義社会の新体制への転換がスタートした。その中で、長崎では街の復旧が徐々に行われた。 
 1946 年、早くも白血病の患者が出たことは被爆の惨状を物語る。戦災の状態が続く中、極度の食糧不足が発生し、食
糧疎開が強いられた。9 月末、「戦災復興土地区画整備区域」が決定され、10 月に復興工事事務所が開設された。12 月
に被爆した市立商業学校が油木谷の元の校舎に復帰した。一回忌として戦災死没者の慰霊祭が 8 月 9 日に行われた。
1947 年 4 月から小中学校が新学制の元で再スタートした。しかし、被災地では校舎の確保に困難を極め、校舎を借りで
授業を行う事態となった。長崎医科大学本部の一部が元の場所に復帰し始めた。被災地の浦上・大橋間の電車が復旧・
開通し、魚市場の復旧と水産業の再開が見られた。1948 年になると、被災小学校が徐々に復旧され、元の校舎での授業
ができるようになる。原爆３周年を迎え、長崎市が松原町で文化祭を催した。同年 10月、戦後の虚脱から抜け出すため
に、伝統行事のくんちに市民祭が盛り込まれ、行事が盛大に行われた。この 3 年間は住宅難の問題への対策として、市
営住宅や庶民住宅などが被災地の町に建てられた。街の復旧が徐々に目に見える形となった。 
 
3．3 復興建設期（前半）：1949（昭和２４）〜1951（昭和２６）年 
表３ 1949〜1951年の年表 
年 北部長崎関連の重要記事 参考情報 
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4.1 市立丸尾中学校創設（淵中校舎に開設） 
4.20 浦上刑務所支所の庁舎・舎房・官舎等の建物が浦上町
西郷字塚原旧三菱精機寮跡に完成、諫早の長崎刑務所から被
告人を移し開庁 
4.- 長崎原爆資料保存委員会を設置（原爆資料の収集に乗り
出す）。5 月爆心地の平和公園に原爆資料館を開設（昭和 30
年に国際文化会館に移転） 
4.- 県立長崎工業高校の 1 年生、市立長崎商業高校の一部校
舎を借用して授業（校舎は原爆により焼失、昭和 20 年 10 月
大村氏に移転） 
5.11 第 5 国会、長崎国際文化都市建設法を可決（国際文化
の向上を図り、恒久平和の理想を達成する都市理念） 
5.12 三菱長崎精機製作所（旧三菱長崎兵器製作所）の賠償工
場撤去、中止決定（昭和 21 年賠償工場に追加指定されてい
た） 
5.27 天皇陛下、長崎市を御巡幸（雲仙で二夜を過ごされた
1.17 神と町の戦災孤児収容所聖母の騎士園
（収容孤児 152 人）から出火、木造 2 階建て 4
棟全焼など、孤児 7 人焼死 
3.6 前長崎市長岡田寿吉（63）、本河内町の
自宅を出てから消息を断つ（昭和 31 年に唐八
景から八郎岳へ向かう山中で、白骨死体で発
見） 
3.25 デルノア長崎軍政府司令官を送る官民合
同の感謝会を長崎東高講堂で開催 
5.11 広島平和記念都市建設法成立（8 月 6 日 
公布） 
5.20 長崎市繁華街にスズラン灯復旧、点灯式 
5.27 九州巡幸の天皇陛下、長崎市を巡幸 
6.1 長崎くんちの小屋入りが行われる。10 月
3 日に庭見せも戦後初めて復活 
6.23 長崎市役所勧業課汚職事件起こる（配給
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陛下は、小浜・諫早を経て御巡幸最後の地長崎へ 魚市・西
坂公園・長崎医大などをご視察後、浦上三菱球場の奉迎場に
ご臨席になり、会場を埋めた数万の市民に、懇ろなお言葉を
かけられた） 
5.25 長崎駅の新駅舎が完工、落成式挙行 
5.29 聖フランシスコ・ザビエル渡来 400 年祭が長崎で行わ
れる（市内で「聖腕行列」、西坂公園に聖体降福式） 
5.30 純心学園内に、純心学徒殉難者の碑建立 
5.31 国立学校設置法の交付により、新制長崎大学を設置 
6.8 長崎市議会臨時会で競輪場設置を可決（8 月 2 日通産省
設置認可、11 月 5 日第 1 回競輪開催） 
7.7 長崎国際文化都市建設法につき、賛否を市民に問う住民
投票を実施、賛成多数 
7.11 県警察学校新校舎、城山町に完工、落成式、開校式挙
行（8 月 2 日に火災で焼失） 
8.1 浦上駅前、浜町、水の浦に戦後初めて公衆電話ボックス
復活 
8.7 「長崎民友」新聞、原爆中心地（松山公園）の新名称公
募の結果、「国際平和公園」に決まることを発表 
8.9 原爆 4 周年のこの日、長崎国際文化都市建設法交付され
る。爆心地の平和公園で記念式典を挙行、大橋市長が平和宣
言を行う（この日を中心として盛大な記念行事が催され、全
市を挙げて特別法の公布を祝福、今後の発展を期す） 
 国連協会長崎支部発足（平和運動を推進） 
 長崎市、第 3 次市域拡張（昭和 13 年）の区域名称変更
（西浦上村は、滑石町・岩屋町・住吉町・西北町・西町・油
木町・昭和町・三川町・川平町・三ツ山町・畦別当町の 11
町となる） 
9.1 （社）浦上養育院、児童福祉法による最初の乳児預かり
所を併設（昭和 29 年に県立・市立乳児院新設のため閉鎖） 
11.2 長崎市営競輪場、浦上駒場町の総合運動場建設予定地
に完成、完工式を挙行（政府は戦災都市に限り、全国 20 カ
所を認可。長崎は全国で 15 番目登録を受けた） 
11.3 山里小学校校庭に、「あの子らの碑」建立（この碑は
24 年、児童の被爆体験を収録した「原始雲の下に生きて」、
が出版された時、出版社からの謝礼金を基金として建てられ
た） 
11.5 第 1 回長崎市営競輪開催（6 日間の入場者 3 万 3451
人、売上金 3320 万余り円） 
11.5 長崎少年鑑別所、諫早から長崎市橋口町に移転 
用物資横流しから端を発し、横領・収賄・物流
違反容疑で課長ほか課員 9 人逮捕） 
7.1 長崎軍政府、長崎民事部と改称（11 月 30
日閉鎖） 
8.10 長崎市制 60 周年記念式、三菱会館で挙
行（長崎国際文化都市記念行事の一環） 
9.25 ソ連、原爆所有を公表 
10.1 中華人民共和国成立宣言 
10.15 長崎港駅から大浦川まで 692m の臨港
線延長敷設工事完成し、長崎港駅で開通式挙行 
11.1 米国務省当局筋、対日講和条約について
検討中と言明（講和論争活発化） 
11.20 第 1 回原爆都市青年交歓会、広島市で
開催（第 2 回目は長崎で） 
11.29 衆議院考察委、ノーベル物理学賞受賞
の湯川秀樹博士と永井隆博士の表彰を決定 
11.- 長崎市、公衆便所を市内主要地 12 か所に
設置（人口増加とともに、公衆衛生上から増設
を望む声が高まったため） 
12.3 長崎市議会、望月議長提案の、永井隆博
士に長崎市名誉市民の称号を贈ることを決議
（原爆で病床にありながら、原爆症の研究と著
作に専念している永井隆博士に初の名誉市民の
称号が贈られた） 
12.29 失対労務者約 600 人、大橋市長に対
し、1 人あたり 500 円の越年資金を要求、拒否
されたため、市長校舎前で 3 人、東浜町で 2 人
がハンスト 
12- 長崎市都市整備緊急対策協議会発足（不
法建物の撤去に乗り出す）（戦後、住宅不足か
ら道路・公園・河川などに建てられた不法建物
は約 2000 戸に上り、市外整備上障害となっ
た。その立ち退き交渉は難航。昭和 31 年長崎
駅前、同 31 年湊公園など一連の大掛かりな強
制撤去に着手、同 37 年石灰町の撤去をもって
不法建物の取り除きを完了） 
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2.11 県立長崎工業高校の長崎復帰祝賀式（戦災後、大村市
で授業を開始していた） 
2.18 長崎市都市整備緊急対策協議会、長崎駅前の屋台・バ
ラック街 21 戸に対し、戦後初の強制撤去処分を断行（第 1
次不法建物取り除き作業） 
3.13 長崎市営競輪で八百長騒動（約 1 万人の入場者が場内
の競輪事業本部になだれ込み、投石・建物破壊など） 
3.14 活水女子・純心女子・長崎外国語大学発足（専門学校
から昇格） 
3.- 長崎消毒所再開（竹の久保町、原爆で破壊後、復旧が遅
れていたもの） 
7.28 永井博士原作・松竹映画の「長崎の鐘」現地ロケ（一
行 30 余人、如己堂を訪問） 
8.9 長崎市主催の文化祭行事は一切中止（ストックホルム・
アピールの署名行われる） 
9.2 三菱長崎製鋼所、全工場の閉鎖を実施。翌日、団交決裂
後全組合員、清行隊を先頭に正門へ殺到、警備中の警官隊約
300 人と衝突し大乱闘） 
9.16 長崎電鉄、浦上方面の人口増加に伴い、大橋・住吉間
の電車を開通 
10.2 長崎市原爆資料館に展示中の浦上天主堂のアンゼラス
の鐘破片盗まれる 
11.25 長崎市営じんかい焼却場、茂里町に完成（人口の増加
とともに、じんかいの搬出量も増大、このため、長崎市は茂
里町の長崎造船所幸町工場の一部用地を買収し、じんかい焼
却炉を建設した） 
12.1 日本観光地百選入選で観光客が急増、長崎市は長崎駅
内に臨時の市設観光案内所を開設し、駐在員を置いて観光客
の案内・斡旋を始める 
 
3.15〜19 世界平和擁護大会常任委第 3 回総
会、原子兵器の絶対禁止要求の「ストックホル
ム・アピール」を発表 
4.1 長崎市、西彼杵郡福田村大浦郷字網場の脇
を小瀬戸町に編入（第 4 次市域拡張） 
4.21 ハワイ観光団第 1 陣 24 人、戦後初来崎 
4.27 長崎開港 380 年を迎え、長崎港祭り復活
（記念式典・のど自慢・仮装行列・魚供養など
多彩な行事が繰り広げられる） 
5.5 第 2 回原爆都市青年交歓会出席のため、
広島側代表 24 人来崎 
6.1 政府、第 8 国会の決議に基づき、文化的
に国家に貢献したものとして湯川秀樹博士と永
井隆博士を表彰 
6.5 長崎市政批判市民大会、大橋市長・望月市
議会議長の即時退陣を決議 
6.- 長崎市、あさひ町公設市場を開設（市営公
設市場は 7 か所となる。各市場とも繁栄） 
6.25 朝鮮戦争勃発 
7.20 長崎国際文化都市建設協議会設置（長崎
国際文化都市建設に関する市長の諮問機関） 
8.1 長崎市公園条例公布施行 
8.10 警察警備隊公布。長崎では 13 日に警察
予備隊員の募集開始 
9.1 閣僚、公務員のレッドバージの基本方針を
決定。長崎では 25 日、新聞・電産・演劇界な
ど「赤い職員」を一斉に追放 
10.1 国勢調査実施、長崎市の世帯数 5 万
4407 世帯、人口 24 万 1805 人。 
10.10 長崎市、「日本観光地百選」の都邑の
部で 1 位に入選（これを契機に、長崎は原爆戦
災都市から観光都市に生まれ変わる） 
11.30 トルーマン、記者会見で、朝鮮戦争に
「原爆使用もありうる」と発言 
1951 
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2.6 長崎市、住吉町に競輪事業収益から出資して 4 階建て鉄
筋アパート 5 棟（128 戸）の建設に着手（7 月末に完成。他
に、県出資 1 棟 32 戸が建てられた） 
3.31 国際文化都市建設法の公布に伴い、既定の特別都市計
画に再検討が加えられ、文化会館・平和公園などの記念施設
計画を加えた長崎国際文化都市建設計画が決定（今日の長崎
1.1 マッカーサー、年頭声明で講和と日本再武
装の必要を説く 
1.10 長崎市国際文化都市建設協議会、市議会
会議場で第 1 回そう会を開催（会長に中部悦
良、委員に各界各層代表 55 人が選ばれた） 
4.15 マッカーサーの後任、リッジウェイ中将
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の都市形成の基盤がこれによって築かれる） 
4.1 西浦上小学校滑石分校を廃止し、滑石小学校を開設 
4.3 長崎市営大橋球場完成（これは平和公園内に建設された
施設の一つ。原爆の被害を被った長崎市は、その悲惨な地を
永遠に記念するとともに、内外人が集まり世界平和と文化交
流の機会に恵まれるような記念施設として、原爆投下中心地
の付近の丘陵地帯に平和公園、国際文化会館、平和祈念像な
どの建設を計画した。平和公園は松山町を中心として、その
周囲 18.65ha の地に、森、池、川を巧みに配置した環境を造
成するように計画され、26 年から工事に着手された） 
4,15 長崎市立坂本町公民館完成、開館式挙行（社会教育法
に基づく最初の市立公民館） 
5.1 永井隆、白血病で死す（43 歳） 
5.10 長崎市議会、平和祈念像製作を 1500 万円の請負で北
村西望と契約を承認（平和祈念像は原爆犠牲者の冥福を祈る
とともに、世界の恒久平和を願う記念施設として 26 年度か
ら 4 ヶ年の継続事業として計画、その財源は台座など付帯工
事費を除き、全額寄付金でまかなうことになった。このた
め、民間団体として「平和祈念像建設協賛会」（会長中部悦
良）が設立され、広く内外から浄財を募った。建設費予算は
その後、物価の騰貴や設計変更のため、29 年度当初予算で
3000 万円に増額） 
5.14 故永井博士の市公葬、浦上天主堂で執行（約 1 万人の
市民が参列） 
7.1 西日本重工長崎造船所、長崎精機製作所を合併（同製作
所従業員および機械施設は幸町工場へ吸収） 
7.2 長崎市、坂本町保育所を開設（10 月に山里保育所。こ
のころ保育所への託児希望者が激増、施設の増設が望まれ
た） 
7.2 長崎市、シュモー住宅条例公布施行（原爆の災害を悼
み、人類永遠の平和達成を念願するアメリカ・シアトル市の
フロイド・シュモー博士及びこの趣旨に賛同する人々から寄
贈された浄財を資金として市営住宅＜シュモー住宅＞を設け
る。昭和 26 年 10 月に 10 戸、27 年 3 月に 1 戸、28 年 3 月
に 1 戸、35 年 3 月に 1 戸、計 8 戸の母子世帯向け低家賃木
造住宅が橋口町に建てられた。） 
7.21 長崎市社会教育課、西浦上小学校に初の移動公民館を
開設（以後、市内各地に開設。昼間は童話会、夜は生活指
導） 
8.3 長崎市原爆保存委員会、浦上天主堂廃墟取り壊し反対を
が朝鮮の前線から戦闘服のまま東京に着任 
4.23 第 2 回長崎市選挙、自由党県支部推薦の
保守系無所属の弁護士田川務当選 
4.30 第 2 回知事選挙、西岡竹次郎当選 
5.1 広島市、原爆死没者調査実施 
5.30 長崎市に豪雨、銅座川氾濫し、床下浸水
1700 戸 
5.- 国指定重要文化財の興福寺本堂（大雄宝
殿）復旧（原爆によって屋根・柱などが破損） 
6.20 政府の第 1 次追放解除発表で、本県関係
者追放解除となる 
7.7 長崎市に豪雨、床下浸水 330 戸 
7.- 市内公園・道路・河川などに一夜づくりの
バラック建築が激増、3000 戸に上る（8 月 3 日
から強制撤去に乗り出す 
7.10 政府、財閥解体完了と発表 
8.6 第 2 次追放解除発表（鳩山一郎ら 1 万余
人） 
8.9 長崎市平和祈念像建設協賛会（会長中部悦
良）、建設資金の募金を開始 
9.1 民間放送始まる 
9.4 対日講和会議、サンフランシスコで開催 
9.8 対日平和条約・日米安全保障条約調印 
 長崎市では各戸、日の丸を揚げて祖国の再出
発を祝福（長崎市では、記念行事として講演
会・市民体育大会・美術展などを開催。また、
緑化運動・懸賞論文募集などを行った） 
9.12 県靖国参拝団（遺家族 572 人）、特別列
車「靖国号」で長崎駅を出発 
10.1 長崎市福祉事務所設置 
10.1 長崎県、県内道路改修費捻出のため、第
1 回道路くじを発売 
10.14 ルース台風、県下各地に大被害 
10.27 戦没遺族援護週間始まる 
10.- 長崎市営旅館を廃止 
10.- 春雨通り露店の移転先として銅座川暗渠
に建設中のマーケット街完成 
10.- 電力不足深刻（十数年ぶりの全国的異常
渇水のため） 
11.6 政府、米の統制撤廃延期を声明 
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確認 
8.5 長崎駅前道路改修工事完工（6 月 8 日着工） 
8.6 長崎地区労・キリスト教・婦人矯正会・県教組・市連合
青年団・市婦人会など各種団体、大同団結して、長崎平和運
動推進協議会を結成 
8.8 城山小学校、少年平和像除幕式を挙行（正門中庭に建立
された等身大のブロンス 富永直樹作） 
8.9 長崎戦災者連盟・市連合青年団・市仏教連合会、平和公
園で原爆犠牲者慰霊祭を挙行（夜は初めての盆踊りや万灯流
しを催す） 
8.27 建設省告示、長崎国際文化都市建設土地区画整理のう
ち、昭和町、家野町、住吉町の各一部の区域を都市計画事業
として施工、27 年まで完了と命ぜられる（施工前は大半が農
耕地で、農家が地区内に点在していたが、戦災復興事業の進
捗に伴い、当地区の市街化としての整備が必要となった） 
10.17 長崎市、城山町に乳児院を設置（捨て子または両親が
養育できない乳児の保育に当たる） 
12.6 稲佐保険所開所式（木造 2 階建て） 
＊この年、長崎駅前の広場が完成 
11.10 国立長崎療養所開所式（米国対日援助
見返資金で建設、全国 10 カ所のうちの一つ。
茂木町田上） 
11.26 田川市長、市議会で市政方針を述べ、
教育と観光に重点を置くことを強調 
11.- 長崎市、長崎県からモデル衛生都市に指
定される 
12.3 長崎市、給水制限を実施（異常渇水のた
め。戦後の人口増加に伴う給水区域の拡大、特
に造船界の再興など経済発展によって水の需要
量は急上昇し、渇水期には給水制限を余儀なく
された） 
 
 解説：この時期になると、国際情勢に大きな変化があった。一つは中華人民共和国という社会主義国家の成立であり、
もう一つは朝鮮戦争の勃発である。このような国際情勢の中、日米関係は変化し、「対日講和」でもって米国の統治が
終了し、「日米安保」のもとで新たな日米関係が構築されていく。 
 長崎の復興に関しては、「長崎国際文化都市建設法」が 1949 年に公布され、その法のもとで、新たな「国際文化都
市建設計画」が 1951 年に決定される。それが今日の都市基盤の形成のもとになる。この時期においては復旧が続けら
れているものの、長崎駅の新駅舎及び駅前広場が落成し、市営競輪場や市営大橋球場が爆心地の近い一帯に落成し、浦
上方面の人口増加に伴う電鉄戦路の延長（大橋〜住吉間）が見られた。爆心地一帯における平和公園の計画も明確にな
ってくる。旧長崎医科大学が新制の長崎大学に変わり、純心女子その他複数の専門学校も大学に昇格され、教育の発展
が見られた。 
 そして、「日本観光地百選」都邑の部で 1 位に選ばれたことにより、長崎は「観光の町」というイメージが強くなり、
観光の強化が都市発展の目標となってくる。 
 一方、被爆の問題はまだ社会的な重視が広く見られず、長崎と広島の原爆都市青年交歓会の開催と、浦上天主堂廃墟
の取り壊し反対という動きが見られている。永井隆が 1951 年 5 月 1 日に他界する。 
 
3．4 復興建設期（後半）：1952（昭和２７）〜1954（昭和２９）年 
表４ 1952〜1954年の年表 
年 北部長崎関連の重要記事 参考情報 
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2.13 長崎市、西浦上土地区画整備事業の起工式を挙行 
2.20 長崎市、民生委員による原爆障害者調査開始 
4.1 長崎市、種畜場を銭座町に開設（家畜の改良増殖を図
1.1 諏訪神社、講和の春を迎え、初詣の客で賑
わう 
1.11 長崎県、モデル衛生市町村建設発足大会
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り、畜産の振興を目指す）。また、優良種苗の確保を図るた
め、銭座町に種苗所第一圃場、竹の久保町に同第二圃場を開
設 
4.4 城山小学校に原爆学級発足（被爆自動養護のため特別学
級 7 学級を編成） 
4.10 長崎民友、松山町で復興平和博覧会を開催 
4.20 長崎駅前に、長崎市観光案内所完成（鉄筋コンクリー
ト造２階建て、5 月、観光課が同案内所に移り、業務開始） 
4.21 長崎県、戦後初の戦没者招魂祭を護国神社（城栄町）
で挙行（県下の遺家族千数百人参列） 
4.28 長崎国際文化会館の起工式挙行（長崎国際文化都市建
設事業記念施設の一つ。国際文化の向上を図り、恒久平和の
理想達成に寄与する目的で原爆資料を収集、保存して展示
し、合わせて講習の集会、催し物の利用に供するため。30 年
完成） 
6.- 長崎大学学芸学部、大村から長崎市大橋町（現文教町）
に移転開始 
7.- 講和発効で接収解除となった爆心地付近の駒場町約
2000 坪に、長崎市営駒場庭球場完成 
8.6 アサヒクラブ、原爆被害写真を初公開（即日売り切れ） 
8.8 長崎市、戦後初めての平和祈念祭を三菱会館で挙行 
8.9 原爆犠牲者慰霊祭を平和公園で挙行 
9.8 長崎大学医学部、原爆症の無料診療開始（長崎市は、原
爆犠牲者の調査は広島に遅れているため、痛ましい傷跡に悩
む人々のことは忘れがちであるが、傷跡を持っている人々は
長崎市内で 839 人が数えられている。診療を受けたのは全体
の三分の１程度に過ぎず、同外科では１日も早く診療を受け
るよう市社会課を通じて被爆者に呼びかけた） 
9.- 長崎市、市政展望を通じ、市民に対し“平和祈念像の建
設場所は未決定”と告知。このころ、建設予定地の原爆投下
中心地について異論高まる） 
10.4 稲佐保育所開設 
10.25 県立長崎工業高校の新築校舎、家野町の元三菱精機跡
に完成した落成式を挙行（長大医学部病棟を借用して授業を
続けていた） 
10.27 長崎公共職業安定所、銭座町に完成の新庁舎に移転 
12.25 長崎市上野町に市立永井図書館が完成（故永井博士が
住居の一隅に設けた子供図書館「うちらの本箱」蔵書 3000
冊が遺族から寄贈され、市立永井図書館として発足） 
を開催（健康で明るく住みよいまちづくり運
動） 
2.18 広島・長崎特別都市建設期成委員会、長
崎で第 1 回委員会を開催 
2.26 チャーチル首相、英の原爆保有を公表 
2.28 日米行政協定調印（米軍駐留条件を規
定） 
4.1 琉球中央政府発足、砂糖の統制撤廃 
4.6 九州初の長崎県沖縄貿易視察団出発、市場
開拓と沖縄航路の誘致を図る（戦後、中国・満
州などの重要な仕向け地を失い、久しく不振で
あった長崎の業界は、県・市・会議所の施策に
呼応して、沖縄貿易の実現に活路を見出そうと
した） 
4.23 長崎市営観光船「園丸」の試運転を実施 
4.27 日米行政協定により、佐世保が米海軍基
地となる 
4.28 対日平和条約・日米安全保障条約各発行 
5.1 第 23 回メーデーでデモ隊と警官と乱闘、
2 人射殺され、1230 人検挙（血のメーデー事
件） 
7.21 破防法公布、公安調査庁発足 
8.1 長崎市議会、長崎復興平和博助成金修正案
可決 
8.13 長崎の盆祭りを従来の７月から８月 13・
14・15 日に変更 
8.19 長崎市議会建設委員会、市が 23 年まで
に建設した市営住宅 610 戸を、即金または年賦
で市民に分譲することを決定 
10.3 英国、オーストラリアのモンテ・ベロ島
で初の原爆実験に成功 
11.1 米国、エニウェトク環礁で最初の水爆実
験 
11.- 長崎市、下水道の築造工事を開始（下水
施策は明治 21 年以来、ほとんど放置のままだ
った。しかし、原爆を契機として、国際文化都
市建設事業の進捗に従い、下水道事業が本格的
に取り上げられた） 
12.5 大波止から県庁前を経て繁華街浜町に通
ずる長崎唯一の幹線橋中央橋が完成 
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1.15 長崎市婦人会、被爆者救援のため街頭募金を開始。長
崎市教育委員会他 21 団体、長崎労働会館で「原爆図展」を
開催 
1.20 原爆乙女 3 人、東大清水外科で原爆によるケロイド症
の治療を受けるため上京 
1.26 7 年間無傷だった一高校生、原爆症で死ぬ 
2.18 長崎市議会原爆都市建設期成委員会代表団、原爆犠牲
者救済対策折衝で上京（米大使館とロック・フェーラー財団
東京支所を訪ね、原爆犠牲者の援護と障害者治療の援護を懇
請；政府には原爆犠牲者に対する弔慰金の支給と原爆症治療
所の設置を陳情した） 
2.20 長崎で白血病患者、相次いで死亡 
3.6 第４回広島・長崎原爆都市青年交歓会、長崎市で開催、
原爆障害者救済のため原爆の羽根募金及び街頭募金を行うこ
とを議決 
4.9 長崎市原爆資料保存委員会、原爆資料館充実のため原爆
資料の買い上げを実施 
4.27 初の長崎・広島原爆乙女交歓会、長崎労働会館で開催 
5.14 長崎市原爆障害者治療対策協議会（原対協）発足（会
長田川市長、6 月から原爆障害者の無料診療開始。S26 年ま
では戦後の混乱期であり、占領下にあったため、被爆者の実
態はほとんど公にされず、ただ長崎医科大が中心となって、
被爆者の治療・調査研究が行われたのみであった。27 年、講
和条約の発行を契機として原爆障害者の救済問題は被爆者団
体・県・市で真剣に検討されるようになり、原対協の設置を
見た） 
6.2 長崎原爆乙女の会結成（のち、青年と乙女の会と改称） 
7.8 長崎市議会建設委員会、平和祈念像風頭山建設請願不採
択、浦上原爆落下中心地建設を正式に決定（浦上か風頭山か
で 25 年以来もみにもんだ平和祈念像建設地問題に終止符が
打たれ、S29 年 11 月に地鎮祭を迎える） 
7.- 長崎市、原爆犠牲者慰霊・平和記念式典に初の試みとし
て、世界各国元首のメッセージ発表を計画、各国大使館を通
じて 25 か国に依頼（デンマーク・タイ・ドイツ・セイロ
ン・スイスの 5 か国からおくられる） 
7.- 長崎、広島両市長・議長連署で「原爆による障害に対す
る治療費援助」に関する請願を行う。8 月の衆議院と参議院
で採択（原爆障害者の治療には巨額の費用がかかり、一般の
寄付金や自治体の財力では如何ともし難く、国家的施策によ
って障害者の治療や健康管理がなされることが緊急な問題と
1.13 広島市原爆障害者治療対策協議会（原対
協）発足 
1.20 原爆の損害賠償請求を、大阪弁護士会岡
本尚一提案 
1.31 南方 8 島の異国収集に日本丸が出航 
2.2 桜町の立体交差起工式（翌年 3 月完工） 
2.7 長崎原爆娘の歌完成（島内八郎作詩、木野
普賢雄作曲） 
2.- 長崎・広島両県弁護士会、原爆損害賠償請
求の提訴を決定、日本弁護士連合会に善処を要
望 
3.1 ラジオ長崎開局（本放送開始） 
3.31 外浦町に長崎県庁舎完成 
4.1 長崎市の美化清掃運動始まる（市は従来、
観光客から“町が汚い”との悪評があり、観光
シーズンを迎え、当局はモデル衛生都市建設事
業を推進する意味からも各町内の協力を得て、
美化清掃運動を展開したもの） 
4.11 長崎市の観光通りにネオンアーチ完成 
5.1 長崎市、風頭山自動車道路開通式挙行（風
頭山開発事業の一環） 
6.17 長崎市議会、日中漁業協定締結・日中貿
易促進を決議 
7.1 西浜町・思案橋間電車開通（これで戦前の
線路がすべて復旧。戦後、思案橋終点付近に不
法建築の闇屋台が立ち始め、瞬く間に西浜町ま
での軌道敷は闇市と化し、これが撤去に日時を
要したため、開通が最も遅れた） 
7.27 朝鮮休戦協定調印 
8.8 ソ連、マレンコフ、最高会議で水爆保有を
発表、8 月 20 日の実験成功 
8.29 建設省告示、長崎国際文化都市建設土地
区画整理の内、入江町 1・2・3 丁目の各全部、
千馬町 1・2・3 丁目、築町、西浜町、銅座町、
新地町、梅香崎町の各一部の区域を都市計画事
業として、長崎市において施行するよう命ぜら
れる（出島土地区画整理事業） 
9.12 ソ連共産党第 1 書記にフルシチョフ選任 
10.1 長崎市、観光シーズンを迎え、観光客へ
のサービス向上と市内美化を図り、観光週間を
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された） 
8.1 長崎原対協、原爆障害者の実態把握のため、長大医学部
北講堂で障害者の総合診察を開始。NHK、原爆障害者救済の
ため、全国的に助け合い旬間を実施 
8.8 長崎市、NHK 長崎放送局の協力を得て、三菱会館で原
爆記念日前夜祭「平和の夕べ」を開催 
8.9 長崎市、平和公園で原爆犠牲者慰霊並びに平和記念式典
を挙行。午後 6 時半から万灯流し、盆踊り、打ち上げ花火等 
8.26 浦上駅舎落成式（原爆で全壊し、8 年間バラック建て
で営業、同日、原爆殉職駅員 20 人の慰霊祭も挙行 
9.15 茂里町じんかい焼却場に増設中の焼却炉 5 基が完成 
11.7 長崎 ABCC、「両親の被爆が第 1 世代の子孫に及ぼす
影響」に関する広島 ABCC との合同調査結果「奇形児の出生
はなく、乳児の死亡率も特別に変化はない」と発表 
設定 
10.28 広島・長崎特別都市建設期成委員会、
長崎で開催、特別都市法に基づく国庫補助 29
年度打ち切りの対策を協議 
10.29 新日中貿易民間協定、北京で調印 
12.1 浜屋デパート増改築落成式（新館 9 階
建） 
12.- 長崎市、S29 年の市制 65 周年を記念し、
市制 65 年史編纂事業を決定、準備開始 
12.24 奄美群島返還の日米協定調印 
12.31 NHK、紅白歌合戦を日本劇場で初の公
開放送 
1954 
昭和 
29 
2.- 西町に市営住宅 65 戸完成、入居希望者 3325 人（戦後か
ら 29 年までに建設された市営住宅は、20 年 142、21 年
352、22 年 1516、23 年 1447、24 年 1624、25 年 1769、26
年 780、27 年 123、28 年 148、29 年 166、計 8067 戸） 
3.31 佐藤副知事・田川市長・中部会長の 3 氏が発起人とな
り、長崎国際文化センター建設計画を作成（昭和 30 年 1 月
準備委員会発足） 
4.10 長崎大学大村分校（昭和 25 年大村・長崎両一般教養
部が統合して発足）、長崎市大橋町に移転し、長崎大学長崎
分校となる（昭和 39 年に教養部となる） 
5.7 原水爆禁止長崎県実行委員開発会式（県教組・各労組・
民主団体の各代表 25 人出席）、9 日に原水爆禁止の街頭署名
運動に乗り出す 
5.31 長崎市議会臨時会、溝上議長提案の原水爆製造並びに
使用禁止と原爆障害者の治療費全額国庫負担要望決議案を可
決（政府・国会に提出） 
5.31 長崎魚市に水揚げされたカジキ 5 匹から 251〜312 カ
ウント（100 カウント以上は有毒）の放射能が検出され大騒
ぎとなる。その後も汚染カジキが発見され、その都度廃棄処
分） 
7.20 長崎市消防局、原爆で焼失した長崎市消防署大橋町出
張所を再建、落成式を挙行 
7.30 城山地区小学校増設期成同盟、城山小学校の２部授業
解消のため小学校増設を市議会に請願 
8.8 県共同募金会長崎市支会、三菱会館で原爆障害者治療募
金の夕べを開催（長崎市、NHK 後援） 
2.3 出島オランダ屋敷の一部庭園の復元工事起
工式（史跡保存整備事業、昭和 32 年完成。長
崎市の産業の一つとなっている観光事業の推進
のため、市当局ではこの年から環境資源となる
史跡の保存整備に乗り出した） 
3.1 米国、ビキニ水域で第 1 階水爆実験。第
５福竜丸、水爆実験で被災。長崎の鮮魚、この
水爆マグロ騒ぎの煽りで、関東・関西方面市場
での売れ行きががた落ち 
3.26 桜町の立体交差「桜橋」完成、開通式 
4.14 県・市・商工会議所、国鉄関係者と長崎
駅客車・貨車輸送事情対策協議会を開催、国鉄
諫早・長崎間平坦線新設の実現に乗り出すこと
を申し合わせる 
4.- 長崎市、第 1 回モデル衛生コンクールを開
催（事業はその後全市に展開、長崎市は全国的
に模範衛生都市として脚光を浴びた） 
4.- 長崎市内 26 小学校の今春卒業生 5700 人
に対し、新入生は約 8100 人。このほか、市外
からの転入生が約 1000 人に上り、各小学校で
は毎年増加する児童に対処し、特別教室を使用
して不正常授業を回避する。城山・山里・朝日
の 3 小学校では、それでも教室が不足し、今年
も２部授業を続ける 
6.7 長崎観光協会創立総会開き、会長に中部悦
良を選任 
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8.9 長崎市主催第 3 回目の原爆犠牲者慰霊並びに平和祈念式
（初めて平和の使者・白鳩を放つ） 
8.27 広島・長崎両市原爆障害者治療対策協議会を長崎市で
開催、原爆障害者治療費国庫負担要請・署名運動の実施を決
議 
9.1 長崎市、民生委員を通じ原爆障害者治療費国庫負担促進
署名運動を開始 
10.- 長崎市、住宅難に悩む市民のため土地分譲を計画、西
北町の農地約 9000 坪を買収 
12.22 市立長崎商業高校の西新館建設・本館改装工事落成式
（油木町、西新館は鉄筋コンクリート造３階建て） 
7.31 長崎市、水不足解消のため水道第 4 回拡
張事業「矢上八郎川開発」第１期工事起工式 
8.- 長崎市調査統計課、市内の住宅調査結果を
発表（推定戸数約 5 万 1000 戸、不足 7000
戸） 
9.28 長崎市議会、西彼福田・深堀両村の市域
編入を可決 
10.5 衆院地方行政委員会、長崎（田川）、広
島（浜井）両市長を参考人に招き、原爆が市財
政に与えた影響について意見聴取 
10.- 長崎・野母を結ぶ重要幹線のうち「大浦
縦貫線道路」完成（長崎国際文化都市建設事業
の一環） 
11.25 日赤と広島・長崎両市主催の「広島・
長崎原爆資料公開展」、日赤本社講堂で挙行 
12.7 市議会、西彼日見村の市域編入を可決 
12.15 三菱長崎造船所、防衛庁発注の甲型警
備艦はるかぜ起工（戦後初めて軍艦建造） 
 解説：前の 3 年間と比べると、この 3 年間は、「被爆問題」が顕著に意識され、原爆犠牲者への救済が求
められるようになってくる。1952 年に民生委員による原爆障害者の調査を開始し、「原爆学級」が小学校にできる。写
真誌のアサヒクラブに原爆被害写真を初公開した。1953 年に原爆犠牲者救済をめぐる募金運動、政府への陳情・請願な
どが行われ、長崎市原爆障害者治療対策協議会（原対協）が発足された。1954 年に原爆障害者の治療費全額国庫負担の
要望が提案され、政府に提出される。 
 しかし、被爆者の苦しみと裏腹に、海外では、英国が原爆実験を始め、米国とソ連が水爆実験を行う。原水爆実験が
一段と争われている格好である。ついに、1954 年 3 月 1 日に第 5 福竜丸がアメリカのビキニ環礁での水爆実験から被災
を受ける結果になる。 
 町の復興建設側面では、1952 年に国際文化会館が起工を迎え、県立長崎工業高校の新校舎、市立永井図書館が完成さ
れる。1953 年に浦上駅舎が落成する。1954 年に長崎大学長崎分校（のちの教養部）が大橋町（旧三菱兵器工場の敷
地）にでき、市立長崎商業高校の新館建設と本館改装工事が落成する。町の復興建設が着々と進められている。 
 
3．5 新生期：1955（昭和３０）年以降 
表５ 1955年〜1959年の年表 
年 北部長崎関連の重要記事 参考情報 
1955 
昭和 
30 
2.1 長崎国際文化会館条例制定（国際文化の向上を図り、恒
久平和の理想達成に寄与する目的を持って、原爆資料を収
集・保存して展示し、合わせて公衆の集合・催し物などの利
用に供するため、浜口町に長崎国際文化会館を設置する） 
2.11 長崎国際文化会館落成式、開館 4 月 1 日（長崎国際文
化都市建設事業記念施設の一つとして、爆心地から 150m の
1.1 長崎市、西彼福田・深堀両村を市域に編入
（第 5 次市域拡張）、これにより長崎市の人口
29 万 2765 人、面積 114.23 ㎢に拡大 
1.4 ビギニ被災補償日米公文書交換 
2.1 長崎市、西彼日見村を市域に編入（第 6
次市域拡張）、この結果、長崎市人口 29 万
 李 桓 164 
近距離にある丘の上に、昭和 27 年 4 月着工、鉄筋コンクリ
ート造地下 1 階・地上 6 階建ての本館及び講堂のほか、プー
ルを有する美しい庭園からなる） 
4.13 長崎市立長崎病院結核病棟第 2 期工事落成式（木造 2
階建て 56 床・手術室） 
5.4 カトリック長崎司教区山口愛次郎司教、浦上天主堂再建
資金募集のため渡米 
5.- 長崎国際文化都市建設事業（25〜29 年度 5 カ年計画・
事業総額 12 億 5000 万円）の事業執行額 8 億 3000 万円、進
捗率約 70％（財政難で国・県の補助金が削減され、4 億
2000 万円の工事が残る） 
 国際文化会館庭園のポールに「母子像」を据え付ける（山
内壮夫の作） 
6.27 長崎国際文化センター建設委員会創立総会を開催、原
爆 10 周年を迎え原爆の地・長崎に５カ年計画で国内外から
15 億円の資金を募り、県立図書館・美術館・体育館・水族
館・市公会堂など文化施設を建設することを決定（会長西岡
知事、副会長中部会頭・佐藤副知事・田川市長・古屋野大学
長など） 
7.4 長崎市議会、長大教養学部の用地として昭和町から家野
町にまたがる 5062 坪あまりを市が買取し、国へ無償譲渡す
る件、及び市営住宅 257 戸（21〜23 年度建設）を入居者に
分譲する件を可決 
8.1 長崎・福田小江間の城山経由バス道路完工し、長崎バス
運行開始 
8.8 長崎市、平和公園内に建設の平和祈念像除幕式を挙行
（右手は原爆を示し、左手は平和を、顔は戦争犠牲者の冥福
を祈る。芸術院会員北村西望の作） 
8.9 長崎市主催による第 4 回目の原爆犠牲者慰霊並びに平和
記念式典、平和祈念像前で約１万人が参列して挙行 
 長大医学部、原爆犠牲者追悼会 10 周忌を挙行、元医大門
柱の保存除幕式 
 長崎県、平和公園・竹の久保公園・油木公園の管理を長崎
市に移管 
10.1 長崎原爆青年会結成（翌年、原爆乙女の会と統合） 
10.5 長崎バスの茂里町整備工場完工し、岩川町整備工場を
ここに移す 
10.24 長崎大学本部、興善町から大橋町に移転 
11.19 原水爆禁止長崎協議会（長崎原水協）結成（会長古屋
野宏平長大学長、副会長杉本亀吉市議・小林ヒロ県議・香田
6323 人、面積 121.32 ㎢に拡大 
2.11 西彼矢上・古賀・戸石３カ村合併し、東
長崎町として発足 
3.1 チャーチル英首相、水爆製造計画を発表 
3.16 フォール仏首相、原爆製造計画を発表 
3.19 丸山石畳復元完工祝賀式 
3.31 西浦上小学校川平分校廃止、市立川平小
学校として独立開校 
4.25 広島・長崎の被爆者 5 人、国を相手取
り、原爆損害賠償を提訴 
6.8 政府、広島・長崎の 30 年度原爆障害者研
究治療費に 864 万円の支出を決定 
6.30 田川市長、改選後初の市議会本会議で、
「教育行政に重点を置き、国際文化都市建設事
業の総仕上げに全力を傾ける」と述べる（過去
4 年間に戦災復興事業は一応完成し、国際文化
都市建設事業も基礎工事を終わったので、今後
4 カ年でその総仕上げを行いたい、など） 
7.9 ラッル、原水爆戦争の危険を各国首相に警
告（ラッセル・アイシュタイン宣言） 
7.- アイゼンハワー米大統領、長崎市要請の平
和記念式典メッセージを「慣例がない」として
断る 
8.6 第 1 回原水爆禁止世界大会広島大会開催 
8.27 長崎市、銅座川付替工事とオランダ橋架
設工事完工式を挙行（国際文化都市建設出島区
画整備事業の一環） 
9.1 平和祈念像建設協賛会事務局、平和祈念像
建設資金不足額 500 万円を景品付で公募 
9.16 三菱長崎造船所、第 11 次計画（戦後最
高を記録） 
9.19 原水爆禁止署名運動全国協議会と原水爆
禁止世界大会日本準備会が結合、原水爆禁止日
本協議会（原水協）結成 
9.20 自衛艦はるかぜの進水式出席のため来崎
した丹羽三菱造船社長、記者会見し、「長崎造
船所では、発電・船舶用原動機関係の原子力の
研究に並行し、誘導弾の研究に着手している」
と語る 
9.30 長崎市議会協議会、田川市長の米国ミネ
 年表から見る長崎の原爆後の復興過程 165 
松一市民生委員協議会長を選出。原爆 10 周年を迎え、原水
協が結成されたのを機に、その下部組織として市内の民間 24
団体が参加して結成。協議会には障害者治療対策部・被災者
救援部・原爆資料保存部・平和運動推進部の４部を設置。参
加団体：民生委員・婦人会・青年団・PTA・国際連合協会・
世界連邦建設同盟・ユネスコ・市医師会・原爆慰霊奉賛会・
県労評・長崎地区労・平和を守る会・平和委員会・日中友好
協会・原爆乙女の会・原爆青年会・生活をつづる会・キリス
ト教連盟・文化団体など）） 
12.19 長崎原水協、原爆で半身不随の渡辺千恵子（油木町）
にベッドを贈る 
ソタ州セントポール市訪問を承認（デロン市長
から姉妹都市提携のため招待があり、田川市長
は渡米を決意。31 年 8 月渡米） 
10.1 第 8 回国勢調査、長崎市の世帯数 6 万
5274 世帯、人口 30 万 3724 人 
10.1 陸上自衛隊長崎地方連絡部、南山手荘に
開設 
11.14 日米原子力協定、ワシントンで調印
（米国から濃縮ウランを賃借） 
11.26 ソ連、新型水爆完成声明 
12.7 長崎市と米国のセントポール市が姉妹都
市となる（日本における姉妹都市の第１号） 
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1.5 長崎市、初めて分譲住宅地 54 区画を西北町に造成、希
望者受け付を開始 
1.14 長大附属中学校育友会、昭和町の元西浦上小学校跡に
木造 2 階建て校舎 1 棟を建設、学校側に寄贈 
2.1 長崎原対協、長大医学部と共同し、第 1 回原爆被災者の
総合診察を実施 
2.5 長崎市営弓道場完工式（駒場町） 
4.1 長崎市教委、坂本・西町両小学校を新設（市北部地区の
人口急増に伴う児童数増加に対処） 
4.2-4.3 九州に旅行中の義宮正仁親王殿下長崎入り、原爆落
下中心地などを視察（国際文化会館原爆資料室に展示中の原
爆ケロイドの模型を、義宮殿下ご来場のさい、「刺激が強
い」として県秘書課の指示により取り除き、見せなかったこ
とがわかり、問題となった） 
4.4 聖マリア学院小学校開校式（城山町、県下初の私立小学
校） 
5.3 長崎原爆青年会と長崎原爆乙女の会が統合、長崎原爆青
年乙女の会として発足 
5.30 第 2 回原水爆禁止世界大会の長崎開催、世界大会第 2
回常任委員会で正式に決定（昨年の広島に次いで本年は長崎
で開くことに内定はしたものの、3000 人に上る参加者を収容
する会場施設の問題で、二度にわたり暗礁に乗り上げたが、
長崎原水協を中心とする地元の熱意が大会事務局を動かし、
悲願が達成された） 
6.21 第 2 回原水爆禁止世界大会長崎実行委員会発会式（こ
れまでばらばらだった長崎市の被爆者たちが一つに結ばれ
た。発会式では、原水爆禁止運動の推進・原爆犠牲者に対す
る国庫補助による治療対策と自力更生の促進・遺家族の生活
1.1 原子力委員会発足 
1.10 長崎市役所部長会議、長崎国際文化セン
ター建設長崎市役所協力会の結成を決定 
1.15 防衛庁、28 年春から三菱長崎造船所幸町
工場で極秘のうちに製造中の「54 式魚雷」を初
めて公開 
1.19 長崎市議会原爆障害者援護対策特別委員
会、原爆治療予算の大幅獲得と戦傷病者戦没者
遺族等援護法改正を政府・国会に陳情を決定 
2.3 ミネソタ大学教授マイロ・J・ピーターソ
ン博士来崎、セントポール市議会の都市提携議
決書と平和インディアン像の模型を長崎市に贈
る 
2.9-2.10 衆参両院、原水爆実験禁止要望決議
案を可決 
2.- 長崎市が大蔵省と折衝した結果、原爆病院
建設敷地として ABCC のモーター・プール敷地
（片淵町）の無償払い下げが決まる 
3.20 広島・長崎原爆被災者代表 43 人、衆・
参両院に原水爆実験禁止・原爆被災者医療費国
庫負担などを請願、被爆者救済を訴える 
4.14 第 7 回広島・長崎原爆都市青年協議会、
長崎市で開催、被爆者救済募金活動を決議 
5.4 原子力 3 法公布 
5.- 中ノ島突堤に新魚市場の第 1 魚舎完成 
6.30 長崎市議会、原水爆禁止世界大会開催に
関する決議案を可決。田川市長の渡米を承認 
 長崎東高斉藤校長、原水爆禁止世界大会会場
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補助要求の３つを決議。なお、同協会は昭和 34 年の総会で
社会法人として再出発することを決定、これまでの任意団体
から法人組織に改める） 
6.23 長崎原爆被災者協議会結成（代表委員小林ヒロ・杉本
亀吉・小佐々八郎ら 10 人を選任。これまでバラバラだった
長崎市の被爆者たちが一つに結ばれた。発会式では、原水爆
禁止運動の推進、原爆犠牲者に対する国庫補助による治療対
策と自力更生の促進・遺家族の生活補償要求を決議。同協議
会は昭和 34 年に社会法人となる） 
7.16 長崎原対協、「被爆者白書」を発表（被爆者 5 万 6466
人、うち原爆障害者 3896 人。この調査は本年 2 月、民生委
員の協力を得て実施したもので、個々の面接に基づく調査と
してこれが初めてである。この資料を基礎に被爆者救済や国
家補償の要求を行うことになった） 
8.4 長崎市、原爆 11 周年を前に原爆落下中心塔を再建、清
祓式を行う（従来の木の標柱を蛇紋岩の三角柱に変える（の
ち黒御影石使用）。この中心塔の完成とともに、原爆公園も
整備された） 
8.9 長崎東高体育館で、第 2 回原水爆禁止世界大会を開催
（7 カ国 52 人の外国代表と日本代表 3000 人が参加。被爆者
渡辺千恵子さんが母親に抱かれて壇上に立ち、半身不随の体
を示しながら反原爆を訴える） 
8.10 長崎国際文化会館で、日本原水爆被害者団体協議会
（日本被団協）結成大会を開催（被爆者の団体を図り、自ら
立ち上がることを宣言し、被爆者の救護法・健康管理制度の
制定、原水爆実験禁止国際協定締結など５項目を決議した） 
11.5 広島・長崎両市協議の原爆障害者援護法案要綱まとま
る 
12.1 坂本小学校、校舎（RC3 階建て）完成、開校式挙行
（銭座・城山・山里の 3 小学校で分散授業中の児童を新校舎
へ収容） 
に予定されている同校体育館の使用を、諸施設
の不備などを理由に断り 
7.17 経済企画庁、経済白書「日本経済の成長
と近代化」を発表（もはや戦後ではない） 
7.27 長崎市モデル衛生協議会結成（健康で明
るいまちづくりを市民運動として推進） 
8.10 広島・長崎原爆都市青年協議会解散 
8.18 三菱長崎造船所、船舶の大型化に伴う第
3 ドッグの拡張工事に着手 
8.- 長崎市、新庁舎の設計案を全国から募集 
10.26 長崎市、湊公園内の不法建物 40 戸を撤
去 
11.11 米国、原爆乙女治療委員会医師二人、田
川市長らの招きで来崎 
11.29 長崎市浜市商店街連合会、臨時総会で
懸案のアーケート建設を決める 
12.1 日本原水爆の被爆者救護国会請願大会参
加のため、長崎市婦人会・民生委員・原爆青年
乙女の会代表 9 人上京 
12.10 国際貿易促進長崎市議員連盟、上海日
本商品見本市視察に 6 市議の派遣を決定。12
月 15 日に視察団が出港、12 月 24 日寄港（同
視察団は長崎での解団式後、新たに淡路会を結
成。日中国交回復・上海航路復活を目指し、促
進運動を展開することを決めた 
12.22 衆議院、自民・社会両党共同提出の
「原爆障害者の治療に関する決議案」を可決 
12.26 長崎市議会、日中貿易の促進並びに上
海・長崎間航路再開に関する決議案可決 
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1.17 長崎市議会臨時会、8 議員提出の西坂公園に日本二十
六聖人殉教地としての記念施設建立に関する決議案を可決 
2.16 長崎市議会臨時会、稲佐山開発公園化事業の一環とし
て稲佐山ロープウェイ事業経営を可決 
3.21 第 14 回全国菓子大博覧会、松山町の長崎競輪場隣接
地の特設会場で開催 
3.31 「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律」（略称：原
爆医療法）公布、4 月 1 日施行（原爆医療法の制定により、
被爆者は誰でも無料で健康診断を受けることができ、原爆に
1.12 広島・長崎両県選出国会議員、政府に原
爆障害者の援護に関する陳情書を提出（原爆障
害者の援護に関する法律制定を懇願） 
1.23 長崎市、毎日新聞社の肝いりで、国際文
化都市建設計画の一環として「花いっぱい運
動」を取り上げることになり、市役所内に推進
本部を設置 
2.6 長崎原水協、英国のクリスマス島での第 1
回水爆実験（5 月 15 日実施）阻止のため抗議
 年表から見る長崎の原爆後の復興過程 167 
よる負傷や病気の場合は、治療費一切を国が負担することに
なった） 
4.14 長崎市、稲佐山登山道開通式挙行（これより稲佐山公
園化開発、大きく前進） 
5.- 原爆医療法施行令により、この法の適用を受ける範囲の
決定に伴い、長崎市は民生委員や各種団体の協力を得て、被
爆者調査を開始（適応範囲：①原爆投下された際、当時の長
崎市内、西彼福田村の内大浦郷・小浦郷・本村郷・小江郷・
小江原郷、西彼長与村の内高田郷・吉無田郷で直接被爆した
者（直接被爆者）②原爆投下後、2 週間以内の日（長崎は 23
日まで）に爆心地から 2 ㎞以内の地域に入った者（入市者）
③原爆が投下された際、またはその後、身体に原爆放射能の
影響を受けるような事情下にあった者（死体の処理・救護に
当たった者など）④上記①、②、③の被爆者の胎児） 
5.- 長崎市、松山町の全国菓子博覧会場の建物を改造、２部
授業を行っている城山・西町両小学校の分教場として使用す
ることになり、工事に着手（6 月から授業を始める） 
6.11 長崎市、小学校区ごとに、被爆者健康手帳の交付申請
書受付を開始（被爆者が、健康診断や医療の給付を受けるた
めには、あらかじめ原爆被爆者であることを申し出て、被爆
者健康手帳の交付を受けなければならない） 
8.10 長崎市、原爆医療法に基づく第 1 回原爆被爆者健康診
断を実施（2780 人に異状を認める） 
9.21 長崎市立長崎商業高校体育館落成式（鉄骨造） 
10.2 長崎国際文化都市建設計画城山・本原土地区画整理事
業施行条例公布（城山地区は、市中心部から北西部に位置
し、戦災復興地区に隣接する地区で、戦後住宅地として発
展、市街地として整備を図る必要性から 17.5ha の区域につ
いて土地区画整理事業を施行。本原地区は、市中心部から北
部に位置し、戦災復興地区に隣接する地区で、戦後市営住
宅・病院・社宅などが急増、無秩序な市街化が進展しつつあ
るため 31.9ha の区域について土地区画整備事業を施行） 
10.17 県内の被爆者 17 人に初めて原爆医療法を適用、全額
国費で治療実施（長崎市 15 人、市外 2 人） 
11.1 原水爆禁止国際行動デー、長崎でも原水爆反対を国連
に訴える長崎大会を開催 
12.3 原爆記録映画「世界は恐怖する」（亀井文夫監督）特
別試写会、長崎で開かれ、好評 
行動を起こすことを決定 
3.11 長崎市議会、英国政府に原水爆実験中
止・原水爆製造並びに保有禁止を要請する決議
案を可決 
4.9 英国政府、長崎市議会及び長崎原水協の核
実験中止要請に対し、駐日英国大使を通じ「軍
縮を進展させるためのものであり、実験を続け
ることが責務であると考える」と回答 
4.26 学術会議、全世界の科学者に原水爆禁止
を訴える 
4.27 長崎原水協、本大工町の市民グラウンド
で米英ソ３カ国の核実験に抗議して市民総決起
大会を開催 
4.29 政府、米政府にネバダの核爆発実験中止
を申し入れる（米国、5 月 13 日拒否を回答） 
5.15 英国、クリスマス島で水爆実験 
5.16 長崎原水協、英国の第 1 回水爆実験に対
し、マクミラン首相へ抗議電を打つ 
6.1 長崎原爆病院起工式（片淵町） 
6.- 長崎市、「住みよい街をつくる運動」の推
進本部を設置（本部長田川市長） 
6.21 共同声明発表（日米新時代・安保委設
置・在日米地上軍撤退など） 
7.16 共同映画社製作の原爆児童映画「長崎の
子」全国封切りに先立ち、国際文化会館で試写
会（城山小学校を舞台に原爆学級児童を描く） 
7.25 諫早大水害 
7.27 飽ノ浦・立神間の都市計画道路工事完成 
8.1 在日米地上軍撤退開始 
9.19 米、ネバダ州で初の地下核実験 
10.10 三菱長崎造船所、創設百年記念事業と
して、グラバー邸を長崎市に寄贈 
11.12 長崎大学医学部創立百年記念式典挙行 
11.12 出島オランダ屋敷跡の第１期復元工事
完成 
12.17 米、大陸間弾道「アトラス」試射成功 
12.23 長崎市議、原爆医療法の制定に伴い、
原爆障害者援護対策特別委員会の解散を決定 
1958 
昭和 
2.1 日本二十六聖人聖地保存会、理事会を開き、顕彰記念日
の建設を決定。2 月 5 日西坂公園で起工式 
2.15 長崎原水協に全国の良い子たちから 3 万
羽の折り鶴が届く（原爆の患者や孤児に配る） 
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33 2.6 長崎被団協、トルーマン前米大統領が CBS テレビで
「原爆投下したことに対する良心のか責はない」と放送した
ことに怒り、抗議電を打つ 
2.18 長崎市議会臨時会、岩口夏夫ら 15 議員提出の元浦上
天主堂の原爆資料保存に関する決議案を可決（元浦上天主堂
は今次大戦による原爆資料として貴重なることは周知の事実
であるが、これが存置について長崎市議会は重大な関心を持
つものである。よって、残虚保存対策について更に努力を重
ね善処されんことを要望する） 
2.26 田川市長、市議会の決議に基づき、山口司教と会見、
原爆により廃墟と化した浦上天主堂の遺跡を現地に保存する
よう要請（遺跡の現地保存は再建工事に支障をきたすことが
わかり、市長は廃墟の一部を譲り受け、他の場所に移して保
存する方針を固めた） 
3.5 長崎市議会運営委員会、浦上天主堂原爆廃墟保存委員会
の設置を決定。3 月 8 日議長らが山口司教へ現地保存を重ね
て要請 
3.14 浦上天主堂再建のため、廃墟の取り壊し始まる 
3.17 市議会全員協議会、対策を協議、廃墟の全部を移築す
ることは技術的・資金的面から困難のため、一部を移築する
ことに決定（移築場所と費用などについては、理事者に一任
することとし、浦上天主堂原爆廃墟保存委員会の解散を決め
た） 
3.- 長崎市・長崎市民生委員協議会・長崎被団協が岡町の平
和祈念像近くに建設中の原爆死没者慰霊納骨堂完成（無縁仏
8430 体を安置） 
4.1 西城山小学校・高尾小学校が開校（市北部地区の児童数
増加に伴う 2 部授業解消のため新設） 
4.16 岩屋橋電停前・住吉終点間舗装道路完成、全面交通の
運びとなる 
6.1 浦上川に架設中の昭和橋完工式（RC 造、長さ 22m） 
6.17 長崎市議会、核兵器国内持ち込み反対に関する決議案
可決 
7.7 戦後初の動員学徒原爆殉難者慰霊祭、長崎国際文化会館
で挙行 
7.11 長崎市、浦上天主堂の廃墟の一部を平和公園内に移
し、原爆遺跡として保存（高さ 13m、幅 3m の側壁が当時の
まま復元された。移築費 100 万円） 
7.26 浦上水源池堰堤の嵩上げ工事完工式（住吉地区におけ
る急激な人口増加と、滑石・岩屋地区に新たに給水すること
3.28 長崎観光開発（株）創立（取締役会長田
川務、社長中部悦良、長崎の観光資源開発のた
め、水族館建設・稲佐山ロープウェイ架設事業
計画） 
3.29 長崎市議会、トルーマン前大統領の広島
市議会議長あての書簡に対し、抗議声明を決議 
 市議会事務局付近から出火、市役所庁舎２階
の大半を焼失 
4.1 グラバー邸、新装して有料観光施設として
登場 
4.7 国際観光船カロニア号入港（戦後初の国際
観光船寄港） 
4.19 長崎市議会臨時会、ソ連の核兵器実験停
止宣言に対する感謝決議案と米・英両国に対す
る核兵器実験禁止要請決議案を可決 
4.23 長崎市議会臨時会、市有財産の界町・宿
町所在の土地 1 万 6127 坪余を、水族館建設敷
地として長崎観光開発（株）に対して無償で貸
し付けることを、要望を付して可決 
4.- 日本二十六聖人聖地保存会、二十六聖人殉
教記念碑建設趣意書を全国に配布し募金運動開
始 
4.- 稲佐外国人墓地の復元工事完成、新しい観
光名所として登場 
5.2 長崎国旗引き下げ事件、日中貿易中絶 
5.20 長崎原爆病院（片淵町）完成、被爆者待
望の診療を開始 
6.12 家野町の原爆乙女永田直子（22）、日本
人として初めてソ連で治療を受けるため長崎を
出発 
7.21 原水爆禁止と日本の核非武装化を訴えて
長崎・東京間を走る銀輪デモ隊、田川市長らの
激励を受け、打ち上げ花火を合図に平和祈念像
前を出発。11 日東京着、12 日第 4 回原水禁世
界大会に参加 
8.9 被爆者渡辺千恵子（28）、第 4 回原水禁
世界大会参加のため上京 
9.9 三菱造船労組長崎支部執行委員会、核兵器
の研究・製造拒否を決定。また、9 月 28 日の
代議員大会で、誘導弾エリコンを含む一切の核
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になり、給水量に不足をきたしたため） 
8.8 長崎被爆者総決起大会を平和祈念像前で開催（被爆者
1200 人参集、援護法の制定・核非武装地帯の設置などを決
定） 
9.16 長崎原水協、城山町 1 丁目の平和の子供会が始めた千
羽鶴運動を契機に、原爆入院患者やしないの小・中学生の協
力を得て、「平和の折り鶴運動」開始 
9.20 長崎市原爆障害者治療対策協議会を改組して、（財）
長崎原子爆弾被爆者対策協議会（長崎原対協）を設立（今後
は援護事業を積極的に推進するため、法人格を持つ新組織
に） 
10.15 城山町 1 丁目の平和の子供会、長崎原爆病院の入院
患者にテレビを贈る（折り鶴街頭募金で集めた浄財で購入） 
11.19 イエズス会管区長ペトロ・アルペ神父、東京から来
崎、田川市長を訪ね、西坂公園内に二十六聖人記念館建設敷
地の提供を申し入れるとともに、祈念像建設資金不足分の金
額引き受けを約束 
12.20 田川市長、定例市議会総務委員会で、稲佐山ロープウ
ェイ架設問題につき、「市営架設案は競願などの状況の変化
で早期実現は困難。知事斡旋による長崎市・長崎バス・長崎
電鉄・稲佐山ロープウェイ（株）・長崎観光開発（株）5 社
共同出資、長崎観光開発（株）経営案を了承したい」と答弁 
兵器の国内持ち込み反対と製造拒否を決議（エ
リコン闘争は、防衛庁が誘導兵器研究のため米
国からエリコンを購入し、三菱グループ 3 社
（造船・電機・重工）に調査研究を委嘱したこ
とが発端） 
10.1 長崎国際文化都市建設計画旭町土地区画
整理事業施行条例公布 
10.6 三菱長崎造船所長（古賀氏）、記者会見
で「誘導弾エリコンは核兵器ではない」と言明
（会社は 11 月 8 日、技術員４人を業務命令で
防衛庁へ派遣した） 
10.23 長崎県議会臨時会、エリコンを含む核
兵器の持ち込み・研究・製造などに反対する決
議案を満場一致で可決 
10.28 長崎県議会臨時会、23 日の決議案を再
審議し改めて、エリコンを除く核兵器に反対す
る決議案を可決 
10- 長崎国際文化会館、会場を結婚披露宴に
開放 
1959 
昭和 
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3.18 長崎魚市場総合施設完工式 
3.27 長崎市立救護所新築落成式（竹の久保町） 
3.31 長崎原爆資料保存委員会を廃止（以後、原爆資料の収
集保存は長崎国際文化会館が行う） 
4.7 日本二十六聖人記念碑は、イエズス会が日本二十六聖人
聖地保存会に代わって建設することで合意、契約調印 
5.16 稲佐山公園野外音楽堂落成式 
8.4 第５回原水禁世界大会長崎県代表団結団式・世界大会研
究集会を長崎市で開催、原水爆禁止・被爆者援護法の制定を
訴えること、安保問題については白紙で望むことを決定 
9.11 三菱長崎造船所、創業百年を記念し、国際文化センタ
ーの一つとして、長崎市へ体育館寄贈を申し入れる（駒場町
の市営競輪場裏に建設敷地決まる）） 
10.2 長崎市議会、原爆被爆者の医療及び援護に関する意見
書提出を可、決原爆被災者援護に関する特別委員会設置を可
決 
10.4 長崎観光開発（株）、稲佐山ロープウェイ開通式挙行 
10.15 稲佐山展望台落成式 
1.14 原子力研究所国産第１号原子炉起工 
3.6 長崎市営火葬場改築完工式 
3.18 長崎魚市場総合施設完工式 
3.31 国際文化センター事業の一環として宿町
に長崎水族館完成、落成式挙行 
4.1 長崎市制 70 周年・市庁舎落成・開港 389
年記念式典を市庁舎屋上で挙行 
5.11 長崎市、春雨通りの仮設店舗 112 戸の取
り壊し作業を開始 
5.17 大村空港開港 
5.20 長崎原爆病院開院 1 周年を迎え、早くも
入院希望者を収容できなくなり、増築を迫られ
る 
6.26 戦後初の駆逐艦あさづき、三菱長崎造船
所で進水 
7,21 日本原水協、「安保反対」を声明。第５
回原水禁世界大会（8.5 広島）への議員派遣を
中止 
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11.1 浦上天主堂再建献堂式（信者の献金により被爆前の姿
を再現） 
11.5 浦上川に架設中の竹岩橋完成、開通式（国際文化都市
建設事業） 
 この年、長崎国際文化年建設事業の主体として施行された
戦災復興土地計画整理事業、本年末をもって一応達成される 
7.22 長崎市都市公園条例公布 
12.23 長崎市議会、競輪事業の廃止に関する
決議案可決（競輪事業は戦後の過渡的措置で、
その社会に及ぼす弊害について問題とされた。
戦後 15 年、戦災復興も完了し、競輪事業の継
続の根拠は希薄となった） 
 解説：戦後 10 年目の 1955 年になると、復興のシンボルである長崎国際文化会館が落成し、平和公園に平和祈念像が
除幕される。モダニズムの建築である国際文化会館が当時まだ低層の建物が多い街の中で際立った存在となり、町の再
生と新時代の開始をアピールする。長崎市は新たなステップとして、「長崎国際文化センター」建設委員会を創立し、
国内外から募金し、県立図書館・美術館・体育館・水族館・公会堂などの文化施設を企画・建設するように進む。1955
年 12 月長崎市と米国セントプール市との姉妹都市が結ばれ、日米友好の新時代が開かれていく。 
 街の復興と経済の回復が進む中、1954 年 3 月 1 日の第 5 福竜丸被爆事故が契機となり、反核の機運が一気に高まる。
核実験や核競争に対する反対運動が各地で起き、反核・平和団体が誕生してくる。1955 年に原水爆禁止長崎協会（長崎
原水協）が結成される。1956 年に、長崎原爆青年乙女の会、長崎原爆被災者協議会が結成され、第 2 回原水爆禁止世界
大会が 8 月 9 日に長崎東高校体育館で開催され、その翌日長崎国際文化会館で日本原水爆被害者団体協議会（日本被団
協）が結成される。 
 被爆者の医療の問題に関して、ようやく「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（原爆医療法）」が 1957 年 3 月 31
日に公布され、被爆者に健康手帳が公布されるようになってくる。 
 教育施設の変化を見ていくと、1956 年に坂本小学校、西町小学校、聖マリア学院小学校が、1958 年にさらに西城山
小学校と高尾小学校が新たに開校する。これは北部長崎の復興と人口増加を示す。 
 長崎の市街地が一望できる稲佐山展望台とそこに登るロープウェイとがもうひとつの復興シンボルとして 1959 年に
完成を迎える。一方、被爆のシンボルである浦上天主堂が、遺構の保存の声があったにも関わらず、1958 年 3 月に取り
壊しが開始され、1959 年 11 月に再建される。 
 
4．終わりに 
 以上、年表への考察を通して、長崎の原爆からの復興はいくつかの段階において道程を歩んだことが分かる。初期段
階（復旧期）では破壊された施設の復旧が約３年続いた。1949 年の「国際文化都市建設法」の公布をきっかけに、本当
の意味での復興建設が進められた。戦後１０年目の 1955 年における国際文化会館の完成でもって、さらに新しい段階
（新生期）への街が発展していく。復興期においては、国内外の情勢が激しく動く一方、被爆問題が重視されるように
なったのはおよそ 1952 年以降であり、そして被爆者の診療・医療と救済などに関する法整備及び関連施設の成立は
1957 年になる。原爆被害からすでに１１年以上の歳月が経っている。 
本考察では長崎の原爆からの復興の大筋を見たが、より詳細な内容に関してはまた個別の事例を通して考察する。こ
れらはまた別の機会に行いたい。本研究は科学研究費（基盤研究Ｃ26360090）を受けている。 
（注１）李桓、年表からみる原爆投下までの北部長崎の都市形成、長崎総合科学大学紀要、第 56 巻第 1 号、pp54-64 
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